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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

昭和58年 度は,電 気通信 メディアの発展,民 間宅配業の伸長等郵便事業を

取 り巻く厳しい社会経済環境の中で,各 種サービスの改善により需要の拡大

を図る一方,事 業運営の効率化 ・合理化を推進 して,競 争に耐え得る事業体

質を作ることを事業運営の指針として種々の施策に取 り組んできた ところで

ある。

まず,郵 便物数の動向についてみると,58年 度における総引受物数は162

億5千 万通(個)で,料 金改定前の水準(55年 度の157億9千 万通(個))を3年 ぶ

りに上回った。58年 度の郵便物数は対前年度比4.9%増 と比較的高めの伸び

を示 した。その背景には統一地方選挙及び衆参両院議員選挙の実施に伴 う選

挙関係郵便物の差出しの増加によるところが少なくないものと考えられる。

ただ,小 包郵便物についてみた場合,引 受個数は1億3千 万個で前年度に比

べて4.2%の 減少 となってお り,各 種のサービス改善や積極的な営業活動の

推進等から減少率は前年度(11.2%の 減少)に 比べかな り低下 しているもの

の,依 然として減少傾向にある。

つぎに事業財政は,58年 度338億 円の利益が生 じた結果,56年 度,57年 度

に引き続いて好転 し,58年 度末における累積欠損金は20!億 円にまで減少し

た。しかしながら,こ こ数年支出の伸び率が収入の伸び率を上回る傾向にあ

り,楽 観できない財政状況にある。

郵便の業務運行については,業 務運行基盤の確立,郵 便輸送 システムの改

善等を図 り,正 常運行の確保に努めた結果,お おむね順調に 推 移 した。ま

た,年 間を通じての最大の繁忙期である年末年始においても衆議院議員総選

挙の実施に よる選挙関係郵便物の大量の出回り,一 部地域における雪害の発
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生等の影響が若干生じた ものの,総 体としては,年 賀郵便物,一 般郵便物 と

もに順調な送達を確保 し,元 日には22億2千 万通の年賀郵便物を配達 した。

58年度においては,58年10月 から第一種定形外郵便物の航空機搭載の実施

とあわせ,速 達小包郵便物の航空機搭載を全国的に拡充実施するとともに,

59年2月 から郵便輸送システムを改善し効率的な郵便処理体制により,全 種

別郵便物の自府県内翌日配達体制,隣 接府県等についても,可 能な限 りの翌

日配達体制を全国的に確立するなど郵便物の大幅なスピードァップを図り,

昨今の利用者のスピー ド志向にこたえることとなった。このほか,小 包郵便

料金の重量による区分の簡素化,小 包包装用品 「ゆうパ ック」の発売,け い

線入 り葉書の発行等の各種施策を実施し,サ ービスの向上 と郵便利用の一層

の簡便化を図って需要拡大に努めたところである。 さらに,59年 度に入って

も小型(葉 書や第一種定形)郵 便物における表面記載事項の制限緩和(4月)

や 「普通小包郵便物 ラベル」の試行(5月)等 利用者 ニーズに,よ り適合する

ための新 しいサービス改善施策を開始 し,需 要の拡大に取 り組んでいるとこ

ろである。

第2節 郵便事業の現状

1郵 便物数の動向

58年度の総引受郵便物数は,前 年度に比べて7億6千 万通(個),4.9%増

加 し,162億4,919万 通(個)と なった。

58年度の種類別郵便物数は第2-1-1表 のとお りであるが,そ の主な動

きをみると,次 のとお りである。

内国通常郵便物(年 賀郵便物及び選挙郵便物を除く=平 常信)の うち,第

一種郵便物は6 .5%の 増加を示 した。第一種郵便物を定形 と定形外 とに分け

てみると,定 形は6.8%の 増加であるのに対 し,定 形外は4.2%の 増加 と定

形 よりも伸び率が小さくなっている。
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第2-1-1表 昭和58年 度総引受郵便物数

(単位:千 通(個))

区 別

総

内

計

国
呼 常 信1

通 常

小

普 通
第 一 種
定 形

[
市 内 特 別
郵 便 書 簡
そ の 他
定 形 外

〔
市 内 特 別
そ の 他

菱 量 墓〔攣 料

の扱植
第 四 種
通 信 教 育

[繋篶
特

鷹

臨

殊
留
般
金

の 他
易速
達包

通留

般
易速 達

般)
籍)

年
選 挙{
外
「通
L小

国(差 立)常

包

計

物 数1増 減率

16,249,194

16,133,175

13,062,827

12,930,164

12,320,815

6,318,928

5,692,833

541,782

4,206

5,146,845

626,095

14,300

611,795

4,868,380
1,110,015

559

550

23

15

2

1

4

609

269

149

74

75

119
339

132

022

993
492

036

844

371

241

349

709

991

690

301
718

640

663

119,885
4,507
3,791
716
8,271

(74,171)
(58,492)
2,952,935
117,413
116,019
113,714
2,305

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

%

4,9

5,0

5.0

5.1

5.3

6.5

6.8

3.0

33.2

7.2

4.2

10.8

4.6

4.3

3。2

2.8

3.7

2.7

2.1

5.1

8.7

7.6

1,7

3.1

0.6

1.6

0.5

8.0

0.6

4.2

2.0

11.5

11,6

10.8

25.5

(△IL4)

(6.6)

△

1.0

80L4

0,6

0.6

0.2

切手ちょう付

物 数[増灘

9,469,272

9,353,253

6,282,905

6,210,403

5,694,964

3,205,961

2,841,003

1,942

4,206

2,834,855

364,958
56

364,902

2,409,473
68,937

31,322

37,615

10,593

7,218

2,844

278

253

515,439

199,615

136,936

73,920
63,016

62,679

315,824

72,502

61,055

3,814

3,320

494

7,633

(56,844)(
15,658)
02,952,935
117,413
116,019
113,714
2,305

△

△

△

△

}△

1

△

△

%

4.9

5.0

5.2

5。4

5.8

6.6

6.7

12.2

33.2

6.7

5.5

211。1

5.5

5.0

1.9

3。6

0.5

4.3

6.6

5.1

15.5

26.5

1,5

2.6

0.2

1.5

1,4

9.2

0.9

△13.2

△ll.5

△10.9

△10.4

△14.1

△25.8

(△17。1)(

4.4)

△

1.O

801.4

0.6

0.6

0.2

料金別納 ・
料金後納

物 数 増減率

6,779,922

6,779,922

6,779,922

6,719,761

6,625,851

3,112,967

2,851,830

539,840

2,311,990

261,137

14,244

246893

2,458

1,041

527

513

12
7

907

078

700

378

899
818

1,093

3,988

93,910

70,094

13,055

770

12,285
57,039

23,816

60,161

58,830

693

471

222

638

(17,327)
(42,834)

%
4.9

4.9
4.9
4,9
4.9
6.5
6.9
3.0

7.8
2.5

△11.1

3.4

3,6

3.6

3.2

4.O

l.4

△1.7

△6.8

10.8

2.6

4.5

△4.1

△6.7

△4.0

6.7

△2.5

9.4

10.3

△14.2

△18.8

△2 .6

△22 .0

(14.7)

(7.4)

(注)1.

2,

3.

4,

増減率は,対 前年度比であり,△ 印は減を示す。

小包の(一 般)及 び(書 籍)は 再掲である。

年賀 ・選挙 ・外国郵便物については,全 部を 「切手ち ょう付」に含めた。

「切手ちょう付」には,料 金計器別納,無 料等を含む。
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第二種郵便物 は,第 一種郵便物 の伸 びを下 回る4.3%の 増 加 と な ってい

る。

第三種郵便物 は,3.2%増 加 した。

第四種郵便物 は,農 産種苗等が8.7%減 少 した ものの,通 信教 育が2・1%・

盲 人用 点字等 が5.1%,学 術 刊行物 が7.6%そ れ ぞれ増加 した こ とに よ り・

全体 としては2.7%の 増 加 となった。

書 留通常 郵便物 は3.1%増 加 したが,そ の うち一般書留が0.6%の 減 少 で

あるのに対 し,簡 易書留 は8,0%増 加 してい る。

普通速達 通常 郵便物 は0.6%の 増 加 と,3年 ぶ りに増加 に転 じた。

内国小包郵便物 は,民 間宅配便 との厳 しい競合 の影響 もあって,前 年度に

比 べて約600万 個,4.2%減 少 した。 この うち,書 籍小包 は6.6%増 加 した

が,一 般小 包は11.4%減 少 となっている。 この結果,一 般小 包の引受物数は

最 盛時(45年 度)の 約4割 に まで落ち込 んだ ことにな る。

年賀郵便物 は,1.0%増 加 した。

選 挙郵便物 は,前 節の選挙 が実 施された ことに よ り,過 去最高 の引受物数

とな った。

外 国(差 立)郵 便物 は,0.6%の 増 加 と,57年 度(0.4%)に 引 き続いて低

い伸び率に とどまった。

この ように,第 一種 の伸び が高 く,第 二種 も比較 的高い伸びを示 してい る

反面,普 通速達通常,小 包,外 国郵便物 は低 い伸 び又は減少 とな ってい る。

2郵 便事業財政

55年 度末において,2,494億 円もの累積欠損金を抱えていた 郵便事業財政

は,56年1月 に料金改定が実施され,ま た,業 務収入の増大及び経費の節減

のための経営努力もあって,56年 度以降逐次改善され,58年 度末における累

積欠損金は201億 円にまで減少したところである(第2-1-2表 参照)。

しかしながら,郵 便事業は,人 件費が約70%を 占め,さ らに人件費に準ず

る経費を加えると,人 件費的経費が約90%を 占める労働集約性の強い事業で
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あ り,賃 金コス トの上昇に弱い体質を持っている。

したがって,今 後の事業財政については,決 して楽観できな い 状 況 にあ

る。

郵便事業を円滑に運営していくためには,健 全な事業財政が基盤になけれ

ばならないことは言 うまでもない。それ故,今 後 とも,事 業運営の効率化を

一層推進 し,経 費の増大を極力抑制するとともに,ニ ーズに即 したサービス

を提供 して郵便の需要奄開拓し,収 入の確保に努め,事 業財政の健全化を図

っていくことが必要である。

第2-1-2表 郵便事業の財政状況

(単位:億 円)

諜
収 益

費 用

利益又は欠損

累積欠損金

53

8,280

8,499

△219

△1,900

54

8,691

8,915

△224

△2,124

55

9,403

9,773

△370

△2,494

56

11,866

10,692

1,174

△1,320

57

12,190

11,409

781

凸539

58

12,508

12,170

338

△201

3郵 便 局 等

(1)郵 便 局

58年度末現在の郵便局数(簡 易郵便局を含む。)を,57年 度末現在 と比較

すると,第2-1-3表 のとお り総数で141局 増加した。この内訳は,集 配

普通郵便局が8局,無 集配普通郵便局が1局,無 集配特定郵便局が153局,

簡易郵便局が34局 それぞれ増加し,集 配特定郵便局が55局 の減少となってい

る。

(2)郵 便局舎の改善

58年度末現在における普通郵便局の局舎総面積は,429万 ㎡であ り,57年

度末に比べ18万 ㎡の増加が図られた。

最近6年 間における普通郵便局の局舎総面積の増加状況は,第2-1-4

表のとお りであ り,普 通郵便局の局舎事情は順調に改善されてきているとい
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える。

しかし,大 都市及びその周辺地域や地方都市に所在する普通局の中には改

善を要す る局舎が残 されてお り,安 定 した郵便サービスを確保 していくため

には,引 き続 き局舎の改善を図っていくことが必要な状況 となっている。

なお,特 定郵便局の局舎についても,58年 度において424局 が 改 善 され

た。

第2-1-3表 郵便局数の推移

区 別

57年 度 末

58年 度 末

対前年度末
増減(△)数

合 計

23,250

23,391

普 通 郵 便 局

小

計

1,231

1,240

1411'

集

配

局

1,162

1,170

8

無

集

配

局

47

48

1

集

中

局

5

5

0

鉄
道
郵
便
局

船
内
郵
便
局

143

14

0

3

0

特 定 郵 便 局

小

計

17,742

17,840

98

集

配

局

4,482

4,427

△55

無

集

配

局

13,260

13,413

153

簡

易

郵

便

局

4,277

4,311

34

第2-1-4表 年度別普通郵便局局舎状況

年 度 末

53

54

55

56

57

58

普通郵便局総局数

1,174

1,182

1,197

1,214

1,227

1,236

局 指 数

100

101

102

103

105

105

普通郵便局局舎総面積

3,441

3,586

3,821

4,008

4,105

4,287

千㎡ 指 数
100

104

111

116

119

125

普通郵便局局舎改善局数

53

46

51

45

45

45

局

(注)船 内局3局 及び昭和基地内局を除 く。
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(1)取 集 サー ビス

郵便ポス トの設 置数 は58年 度末 で14万5,069本 とな ってお り,そ の普及状

況は,1本 当た り人 口822人,面 積2.6km2で あ り,諸 外 国の普及状況 と比較

す ると,第2-1-5表 に み られ るとお り,お おむね 同程度 となってい る。

なお,差 入 口が一 つの郵便 ポス トの うち,全 国の主要都市 に設置 されてい

る ものについて,郵 便物 の区分作業 のス ピー ドア ップを図るため,58年 度 に

おいて差 入 口が二 つある郵便 ポス トに切 り替えた ところである。

郵便ポス トか らの取集度数 は,59年2月 の郵便輸送 システムの改善に伴っ

て,原 則 として1日1度 か ら3度(主 要局4～5度)ま での間で設定 してお

り,安 定的かつ効果 的な取集サ ー ビスの確保に努 めている。

第2-1-5表 国別郵便ポス ト普及状況

訳
日

米

英

西

フ ラ

イ タ

本

国

国

独

ン ス

リ ア

郵便ポス ト数

145,069

289,835

110,000

109,512

159,000

61,410

本

1本 当たり人口

822

701

506

563

346

924

人

1本 当たり面積

2.6

31.6

2.2

2.3

4.1

4,9

km2

(注)1.

2.

3.

4.

UPU郵 便 業 務統 計 表 に よ る。

米 国,英 国,フ ラ ン スは,1981年 度 の数 字 で あ る。

西 独,イ タ リアは,1982年 度 の数 字 で あ る。

日本 は1983年 度 の数 字 で あ る 。

(2)配 達サービス

ァ.配 達区及び配達度数

配達区(1目1人 が配達を分担する区画)は,58年 度末現在4万5,881区

である。過疎過密化現象の進行に即 して人 口稀薄な地域の配達区を併合す
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るなどして再編成 し,そ れによって減じた区を過密地域に増区する調整 も引

き続 き行っている。また,58年 度末現在の配達度数別の配達区画数は第2-

1-6表 のとお りである。

第2-1-6表 郵便配達区画の状況

度 数

区 別

1度 配 達

2度 配 達

配 達 区

区 数 構 成 比

43,428

2,453

区
94,7

5,3

%

合 計 45,881 100.0

我が国における配達度数については,事 業の効率的運営を図る観点から通

常郵便物の配達1度 化を56年 から実施してきてお り,58年 度末現在,ほ とん

どの集配局で実施 しているところであるが,残 る一部の局についても,逐 次

実施 してい くこととしている。

なお,ビ ジネス地域等通信力の高い地域については,2度 配達を継続する

こととしている。

諸外国との地域別配達回数を比較すると第2-1-7表 のとお りである。

第2-1-7表 諸外国における地域別配達回数(平 日)

国 名
配 達 回 数

3回 2 回 1 回

米 国 ビジネス地域
肉 外及び田園繊

英 国1 1都市繊 1田 園地域

西 測 降 地域

フ ラ ン ス !く リ
人口5万 人以上の都

市又は県庁所在地
その他の地域

・ …1 1全 地域

日 利 1都市のビジネ・地劇 その他の地域

(注)56年 調査。ただし,日 本は58年 度 末現在
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イ.速 達 配 達

速達郵便物の取扱地域は配達を受け持つ郵便局から陸路4km以 内の場所及

び4㎞ を超え8㎞ 以内の住宅等が集申する場所の うち,郵 政省において必要

と認める場所 とされてお り,こ れ らの地域においてはおおむね1日3度 の配

達が行われている。なお,58年 度末現在,全 国世帯数の94%に 相当する3,548

万世帯が速達取扱地域内に入っている。

ウ.辺 地 集 配

交通が困難な辺地等にあてた郵便物については,周 年又は一定期間に限っ

て,郵 便局の窓 口交付,あ るいは郵便局長の指定する場所に設置された集合

受箱又は受取人が配達区域内に指定 した受取場所に配達する方法をとってお

り(郵便規則第85条 適用地域),こ れ らの方法により郵便物が交付,又 は配達

される世帯数は,58年 度末現在約6,100世 帯となっている。

(3)集 配作業環境の改善

近年,都 市及び近郊地においては,既 成市街地の再開発や新市街地の開発

等による高層建築物の増加,地 番の混乱,人 口 ・世帯の集中,交 通規制の強

化等により,次 第に集配作業環境は悪化してきている。

したがって,円 滑に集配サービスを提供するには郵政省の経営努力ととも

に利用者や地方 自治体等の協力を得て作業環境の改善を図る必要がますます

大 きくなってきている。これまでの施策の状況は,次 のとお りである。

ア.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めてきたが,58年 度末現在で全配達箇所数

(高層 ビルを除 く。)3,385万 箇所の うち77%に 当たる2,611万 箇所で設置協

力が得 られている。 しか し,な お多数の未設置箇所があることから,今 後と

も引き続 き強力に勧奨を進めてい く必要がある。特にアパー ト等二階建て集

合住宅等については配達作業が難 渋 している実情 もあり,こ れが集 中して

い る地 域においては集合受箱の設置を積極的に勧奨 してい くこととしてい

る。
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また,都 市及びその近郊における建築物の大型化,高 層化に対する配達作

業を効率的に行 うため,53年12月 の郵便規則改正により三階層以上の全建築

物について郵便受箱の設置を普通通常郵便物配達の条件とし,現 在では建物

の出入 口又はその付近に集合郵便受箱が設置され配達作業の能率向上に役立

っている。

このほか,住 宅,別 荘,工 場等が集合 して建設されている地域 に つ い て

は,郵 便受箱を1箇 所又は数箇所に集合 して設置するよう勧奨を行っている

ところである。

なお,郵 便受箱が設置されていても,氏 名札が掲出されていない箇所 も相

当数あ り,こ れについても積極的に勧奨を行ってい くこととしている。

イ.住 居表示の実施

地番等の混乱による配達作業難を解消するなどのため,37年5月 「住居表

示に関する法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関と協力し

て住居表示の実施促進を図るとともに,住 居表示実施地域に対して,住 居番

号表示板を寄贈するなどのバ ックア ップをしてきたところである。

58年9月 末現在,地 方 自治体の実施計画世帯数1,835万 世帯に対 して実施

済世帯数1,466万 世帯で,実 施率は約80%(全 世帯数に対しては39%)と な

っている。

郵政省では,こ うした住居表示の実施に関し,地 方 自治体の財政的側面へ

の援助を図る目的で,46年 度か ら簡易保険積立金による短期融資の道を開い

ている。

(4)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

作業の効率化を図るため58年 度末現在で,大 都市を中心とする集配普通局

263局 において,郵 便専用 自動車による郵便物の取集を運送業者に委託 して

いる。

イ.小 包配達関係

都市及びその近郊地において,事 業の効率化施策等の一環として,小 包郵
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便物の外部委託を58年 度末現在で約600区 実施している。

ウ.集 配 関 係

集配局から遠隔の地域で,取 扱物数の少ない地域の集配作業の効率化を図

るため,58年 度末現在で約1,500区 において集配作業を個人へ 委 託 してい

る。

5郵 便 輸 送

郵便輸送施設の推移をみると,第2-1-8表 のとお り自動車,航 空の施

設が大幅に増加している。

特に59年2月1日 からは,国 鉄の大規模な合理化を機に,そ れまでの鉄道

輸送主体の郵便物の区分や運送のシステムを全面的に改め,自 動車主体のシ

ステムに切 り替えたため,58年 度においては,鉄 道輸送の激減に対 して自動

車輸送が急激な伸びを示した。

また,航 空輸送についても,58年10月1日 から第一種定形外郵便物及び速

達小包郵便物の搭載区間を全国の航空線路(一 部のローカル線路を 除 く。)

に拡大 したため,58年 度に大幅に増加した。

この結果,58年 度においては,自 動車が全体の延べ距離の46,8%と 半数に

迫 り,航 空 も39.7%に なっているのに対 し,鉄 道は10.8%に とどまった。

6郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するため,こ れまでに東京都区,大 阪市及び横浜

市に集中処理局を建設したほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分

機,郵 便物 自動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,書 留複写機,局 内搬

送機器等の各種機械の配備を行ってきた。また,中 小規模の郵便局に適 した

機械の開発 と配備の拡充にも努めてきた。

58年度においても,引 き続き各種機械類の配備を行った。特に58年度配備

機械の うち バーコードを利用 した書留通常郵便物を 処理する機械について

は,同 年度から2か 年計画で全国的に導入す ることとしている。



第2-1-8表 郵便輪送施設の変遷(1日 当たリ延ベキロ程)

1

這
　

1

機
関
別

年度末

鉄 道

自 動 車

航

船

空

舶

そ の 他

合 計

53

1日 延べ
キロ程

㎞

238,036

249,927

162,143

25,406

9,250

684,762

構成比

%

34.7

36。5

23.7

3.7

1.4

100。0

54

1日 延べ
キロ程

㎞

238,874

251,681

178,780

25,436

9,100

703,871

構成比

%

33.9

35.8

25.4

3.6

1.3

100.0

55

1日 延べ

キロ程

㎞

233,971

258,867

178,293

25,456

8,377

704,964

構成比

%

33,2

36。7

25.3

3.6

1。2

100.0

56

1日 延べ
キロ程

㎞

226,ll2

260,912

189,654

26,404

7,883

710,965

構成比

%

31.8

36.7

26.7

3.7

1.1

100,0

57

1日 延 べ

キ ロ程

㎞

196,758

279,975

228,120

26,291

6,544

737,688

構成比

%

26.7

38。0

30.9

3。5

0.9

100。0

58
卜o

1日延 べ

キロ程

㎞

88,793

384,768

326,717

21,441

425

822,144

構成比

%

10.8

46.8

39.7

2。6

0,1

100。O

(注)L「 その他」欄は,自 転車,徒 歩等による輸送である。

a58年 度は,59年2月1日 現在の延べキロ程である。
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58年 度 末におけ る機 械類 の配備状況 は第2-1-9表 の とお りであ る。

第2-1-9表 主要郵便機械配備状況

(58年度末現在)

機 械 名 1局 数i台 劃 備 考

郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押印

機

選別台付自動取りそろえ押印機

コード式書留用送達証作成機

小包区分装置

150

97

局

119

86

26

185

116

119

246

57

台
うち75局93台 は 郵 便 物 の選 別

}
から取 りそろえ,押 印,区 分

までを一貫 して自動処理する

連動システムとなっている。

回転式,パ ンコンベヤ式,斜

行ベル ト式,簡 易型

7要 員

58年度末現在の郵便事業定員は総人員14万771人 であ り,48年 度以降の郵

便物i数の増加と定員の伸びを比較すると,第2-1-10表 のとお りである。

第2-1-10表 郵便物数と郵便事業定員の推移

訳
郵 便 物 数

指 数

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

百 万 通(個)

13,201

14,056

14,121

13,023

13,763

14,345

15,315

15,787

14,951

15,488

16,249

100

106

107

99

104

109

116

120

113

117

123

郵 便 事 業 定 員

指 数

人

131,816

133,755

134,387

135,689

138,079

138,684

139,357

139,341

139,778

140,234

140,771

lOO

101

102

103

105

105

正06

106

106

106

107
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これによると48年度を100と した場合,58年 度においては,郵 便物数が123

であるのに対 し,定 員は107と なっている。

このように定員の伸びが郵便物数の伸びを下回っているのは,集 配運送施

設の改善,作 業の機械化 ・効率化等を進めて要員の節減を図る努力を してい

ることなどによるためである。

郵便の取扱事務量は日又は月により波動性が大きいが,臨 時的な事務量の

増加に対 しては,職 員の時間外労働あるいは非常勤職員の雇用により対処 し

ている。

8外 国 郵 便

(1)外 国郵便利用動向の概要

58年度の外国郵便物数は前年度に比べると,外 国あて航空郵便物は1.0%

増加 したが,外 国あて船便郵便物は2.7%減 少し,外 国あて郵便物全体 とし

ては0.6%の 増加にとどまった。

一方,外 国来航空郵便物は0.4%増 加 し,外国来船便郵便物は6.2%減 少 し,

外国来郵便物全体 としては1.3%の 減少であった(第2-1-11表 参照)。

(2)船 便,航 空便別の利用動向

48年 度以降における外国あて郵便物数の動きをみると,10年 前に比べて,

通常郵便物では,航 空便が58.1%増 加 したのに対し,船 便は30.3%減 少した。

また,小 包郵便物でも,航 空便が56.5%増 加したのに対 し,船 便は8.9%

減少 した。

一方,外 国から到着する郵便物についても同様の傾向がみ られる。

このように,外 国郵便の利用は,船 便から航空便への移行が顕著 となって

いる。

(3)外 国郵便物の地域別交流状況

58年度の外国あて通常郵便物は,ア ジアあてが32.3%,北 アメリカあてが

29.5%,ヨ ー目ッパあてが24.8%と なっており,こ こ数年来この順位に変動

はない。
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ま た,外 国あて小包郵便物で も,ア ジアあてが34,8%,北 ア メ リカあてが

33.8%,ヨ ー ロ ッパあてが20.2%と な ってい る。

一方
,外 国来通常郵便物 は,ヨ ー ロッパ来が33.8%,北 ア メ リカ来が33.5

%,ア ジ ア来が24.9%と な っている。

また,外 国来小包郵便物 では,北 ア メ リカ来 が45.2%,ヨ ー ロッパ来が

24.9%,ア ジア来 が24.3%と な ってい る(第2-1-12図 参 照)。

第2-1-11表58年 度の外国郵便物数

(単位:千 通(個))

区 別

外国あて

外 国 来

航 空 便

船 便

合 計

航 空 便

船 便

合 計

計

物 数 増減率

103,245

12,774

ll6,019

90,371

27,838

U8,209

%
1.0

△2。7

0.6

0.4

△6.2

△L3

通 常

物 数 廟 率

101,666

12,048

113,714

89,618

27,113

116,731

%

1.0

△2,7

0.6

O.3

^6 .3

△1.3

小 包

物 数 増減率

1,579

726

2,305

753

725

1,478

%

0.2

△1.1

△0.2

5,2

0.3

2.7
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第2-1-12図58年 度の本邦発着外国郵便物の地域別構成

オセ ア ニ ア
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53%

通 常

ア フ リカ3.3%
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24.8%

113,714

千 通

アジア

323%

回 小 包
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20,2%2
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千 個
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北 ア メ リカ

33.8%
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